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１ 新改革プラン策定にあたり 

亀岡市立病院（以下「市立病院」という。）は、南丹医療圏に不足する医療提供機能の補完

を目的として、また、市民の「医療圏域で安心して完結した医療を受けられる公立病院」と

いう切実な要望に応えて平成 16年 6月に開院し、「急性期医療を中心とした適切かつ良質な

医療を提供する」を理念に市立病院としての役割と責務を果たしてきた。 

開院以来、経営収支の赤字が続いてきたが、平成 21年度からの改革プランに基づき病床利

用率の向上や積極的な紹介検査の受入れ、医師の増員等に努め、平成 22、23年度には単年度

黒字を達成した。しかし、平成 24年度以降は、診療報酬のマイナス改定や医師不足から、再

び収支が悪化する厳しい経営状況となっている。収支の改善を図るため、平成 26年度からは

中期計画を策定し、改善に向け取り組んできたところであるが、その効果は依然として表れ

ていない状況である。 

一方、国からは少子高齢化による高齢者の自立生活の支援を図る目的のもとで、地域の包

括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現させることが進めら

れ、また、総務省からは、新たな公立病院改革ガイドラインが示され、それを参考に新改革

プランを策定し、更なる改革が求められている。 

今後、新改革プランを元に抜本的な運営の見直しと職員一丸となった経営の効率化、改善

を図ることで、安定し持続可能な病院運営に努めていく。 

なお、新改革プラン策定にあたり、亀岡市立病院経営審議会を設置し、医療又は経営に関

する有識者 9 名を迎え、京都府、南丹医療圏における医療環境を踏まえた市立病院の現状と

今後の病院運営のあり方に関しての検討、議論を行った。その結果いただいた答申に基づき

市立病院の今後の方針を確定し、作成したものである。 

 

２ 市立病院の現状と課題 

（１）市立病院の概要 

開 設 年 月 日 平成16年6月1日 

開 設 者 亀岡市長 桂川 孝裕 

管 理 者 玉井 和夫 

病 院 長 玉井 和夫 

所 在 地 亀岡市篠町篠野田1-1 

敷 地 面 積 17,940m2 

延 床 面 積 9,947.12m2 

病 床 数 一般病床 90床、地域包括ケア病床10床（平成28年3月より） 

総病床数 100床 

標 榜 診 療 科 一般内科、消化器内科、循環器内科、糖尿病内科、神経内科、小児科、 
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外科、整形外科、皮膚科、眼科、泌尿器科、放射線科、麻酔科、リハビリ

テーション科 （14診療科） 

職 員 数 常勤職員120名 

管理者1名（病院長）、医師14名、看護師69名、看護助手3名、医療技術者

20名、事務職員13名 （平成28年8月1日現在） 

経 営 形 態 地方公営企業法全部適用 

 

(２) 外部環境 

① 医療圏の将来推測 

市立病院が所在する亀岡市は、南丹市、京丹波町からなる南丹医療圏に属している。

図１のとおり、南丹医療圏は2015年で人口13万8,000人、圏内で中心的な市である亀

岡市は9万人であるが、今後の高齢化とともに人口は減少していき、2040年には南丹

医療圏で現状の23％減の10万7,000人、亀岡市では現状の19％減の7万3,000人となる

ことが推測されている。 

一方、65歳以上の高齢者の人口は2025年をピークに今後増加していくことが推測さ

れている。南丹医療圏では2025年には7％増の4万3,000人であり、全国や京都府の平

均とほぼ同じ増加率であるものの、亀岡市では14％増の2万6,800人と増加率が大きい

ため、今後10年間での高齢者への医療需要は更に高まり、その医療需要に対応できる

医療体制を早急に整備することが求められている。 

 

図１ 南丹医療圏の人口推移 

  

出所：人口問題研究所 
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医療需要において、南丹医療圏は高齢化に伴い65歳以上の人口が増加することから

需要は高まることが推測されている。図２の入院医療需要において患者は周産期系疾

患を除く疾患において2025年までに5％～7％の増加をしていくことが推測されてい

る。中でも患者数の上位を占める、循環器系、損傷系（整形外科分野）、神経系疾患

などは、リハビリテーションを伴う疾患であり、今後医療需要に対する体制整備に関

してはリハビリテーション体制の充実が求められる。 

 

図２ 南丹医療圏の入院医療需要 

    
出所：人口問題研究所、厚生労働省「患者調査」 

 

 

② 医療機関整備状況と患者動向 

医療機関の病床機能において、図３の現状の機能別病床数と2025年に必要とされる病

床数を見ると、南丹医療圏は高度急性期病床を有しておらず、高度急性期医療の不足が

指摘されている。一方、急性期病床は京都府同様に2025年には過剰になると考えられてお

り、他方では高齢化に伴う需要による回復期機能病床への移行が求められている。 

医療機関や医療従事者の数を見ると、図４の人口10万人あたりの病院数は全国平均の

6.6、京都府の6.5に対し南丹医療圏は7.0となっており、病院施設は充足している。しかし、

医療従事者数においては医師、看護師、薬剤師、リハビリスタッフ共に全国、京都府と比較

して少なくなっており、今後、人員投資を必要とする高度急性期機能の供給体制を構築す

るには厳しい環境である。 
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図３ 京都府、南丹医療圏の病床機能別病床数と2025年の必要病床数 

 
出所：京都府医療審議会地域医療構想策定部会資料 

 

図４ 京都府、南丹医療圏の医療施設、医療従事者数比較 

 

出所：京都府保健医療計画、日本医師会｢地域医療情報システム｣（2015年データ） 

 

南丹医療圏の患者動向については、京都市への流出が進んでいる状況である。南丹医

療圏は京都市に隣接しており、高速道路や鉄道などの交通手段の発達により京都市への

アクセスの利便性が高くなってきている。交通の発展や図５のとおり京都市西部で南丹医

療圏に不足している高度急性期機能を持つ医療機関が複数所在していることから、特に高

度急性期治療を必要とする患者の流出が大きく、44％の患者が流出している。この傾向は

京都市に直接隣接している亀岡市においては更に大きいと予想される。 

回復期の機能については、南丹医療圏で回復期機能の病床が不足しているため、京都

市へ流出した高度急性期治療後の患者は回復期治療においても引き続き京都市で受療し

ていることが考えられ、回復期においても患者の流出が32％と大きい。 

図６のとおり、国の指針として2025年を目途に、高齢者の尊厳の保持と自立生活を
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支援するために、住み慣れた地域での暮らしを続けることができるよう、住まい、医

療、介護、予防・生活支援が地域において一体的に提供される地域包括ケアシステム

の構築を推進している。医療機関の役割として、医療と介護・在宅との連携の強化が

求められており、そのためには回復期治療における患者を地域で受け入れ、在宅復帰

をスムーズに進める地域医療体制の構築が求められている。 

 

図５ 南丹医療圏、京都市近隣の医療機関所在と流出状況 

  

出所：H26病床報告より市立病院作成、地域医療構想会議(平成27年12月21日開催）資料 

 

図６ 地域包括ケアシステムの姿 

 

出所：厚生労働省 
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③ 救急医療 

図７のとおり、南丹医療圏において経年で月あたり約500件の救急搬送が発生しており、

圏内の医療機関で月あたり約400件（80%）を受け入れ、残り約100件（20%）は圏外へ搬送され

ている。これは、図５に示す如く、京都市西部との交通手段の発達、高度急性期医療機関の

所在が要因と考えられる。 

亀岡市では、市立病院を含む2病院で救急搬送の受入に対応をしている。市立病院は、平

成27年度において、医療圏内の救急搬送で入院を必要とする中等症以上の患者の約8％を

受け入れており、救急医療に対して一定の役割を果たしている。 

 

図７ 南丹医療圏内の救急搬送先 

   

出所：市立病院救急搬送データ（H25～H28年5月） 

 

(３) 内部環境 

① 財務状況 

図８は市立病院の過去6ヵ年の経常収支の推移を示している。平成22、23年度にお

いて黒字化を達成できたものの、平成24年度以降は赤字となり、経年で収益の減少と

費用の増加が進み、平成27年度では過去6ヵ年で最も大きい3億5,000万円の赤字とな

った。 

収益面において、平成22年度と比較して平成27年度は約2億4,000万円減少している。

これは医師数の不足による入院収益の減少が大きな要因である。また、平成27年度か

ら一般会計の負担金が大幅に減額となったことも要因となっている。 

一方、費用面は、増加傾向であり、主に人件費の増加が大きい。平成27年度では医

業収益に対する人件費の比率は74％となっており、平成22年度からの5年間で17％増

加している。経常収支で黒字化を達成している病院の人件費比率は53％であることか

ら、市立病院の人件費は過多と言える。また、委託費においても黒字病院と比較して
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高く、医業収益に対する比率は黒字病院の7％に対して13％となっている。経費、減

価償却費においては、金額では同水準で推移しているものの、医業収益が低いことか

ら医業収益比率は高くなっている。また、材料費は医業収益比率20％前後を推移して

おり黒字病院と比較して同水準である。 

 

図８ 市立病院の経常収支の推移 

 

出所：市立病院決算データ 

 

② 医療提供体制と医療機能 

図９の職員数比較において、自治体病院100床～199床の平均と市立病院の100床あ

たりの比較では、市立病院の方が医師、看護師、事務において多く、リハビリスタッ

フに関しては少ない。看護師は常勤の看護師が多い一方で、看護助手等が少ない。事

務局は常勤、非常勤共に多く、また、医事委託職員も多い現状である。 

 

図９ 職員数比較 

 

出所：病院経営実態調査 日本病院会（平成26年度データ）＊市立病院は平成28年度 
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図１０のとおり、外来では経年的に患者数は減少傾向、単価は増加傾向である。患

者数減少の主な要因は再診患者数の減少であり、市民の「かかりつけ医」を持つこと

によるものと考えられ、急性期病院の傾向と合致している。しかし、地域の医療機関

からの紹介患者数を含む初診患者数は横ばいであり、新規の患者を集患できていない

状況である。 

図１１は外来部門における診療科別の損益計算結果である。診療収益に対する費用

（材料費、医師・看護師給与のみ）で赤字の診療科があり、不採算部門となっている。 

 

図１２は救急搬送受入れ状況であるが前記のとおり、南丹医療圏の中等症以上の患

者の内、8％を受け入れているものの、応需率は60％台である。不応需の理由としては

診療の専門性が進んだ昨今、限られた当直医数の中で医師のバックアップ体制の不足

から、担当医師の判断による不応需が約40％と高くなっている。 

 

図１０ 外来の経年推移 

     

出所：市立病院データ 

 

図１１ H27年度外来診療科別損益  

  
出所：市立病院データ。各科外来収益と費用（材料費、医師・看護師人件費のみ）の収支。（経費、減価償却等は含まない）。 
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図１２ 救急搬送受入れ状況 

    

出所：市立病院データ 

 

入院患者数の経年推移は、図１３のとおり減少傾向である。これは医師不足による

ことが大きな原因である。平成28年度で医師の数は過去の水準に戻ったものの、その

時の医師数増減により患者数が左右される状況となっている。 

図１４の入院患者の疾患別の構成では実患者数で整形外科分野である損傷、筋骨格

系が20％と最も多く、次いで消化器系が19％となっており、市立病院の強みである整

形外科と消化器外科で一定の患者数を受け入れている。延患者数においては、比較的

在院日数の長くなる新生物が26％と最も多い。 

図１５では入院病床における患者の構成を単価別、在院日数別に示しており、入院

患者の1/4は在院日数が30日を超える患者や医療資源投入量の非常に少ない患者とな

っており、急性期ではなく、回復期、または慢性期治療に近い患者を急性期病床で受

け入れている状況を示している。 

 

図１３ 入院の経年推移 

   

   出所：市立病院データ 
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図１４ 入院の疾病構成 

  

出所：市立病院データ 

 

図１５ 入院病棟における入院患者の構成 

   

出所：市立病院データ 
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(４) 外部環境・内部環境サマリ 

 市立病院の外部環境、内部環境における現状と課題を図１６に示す。課題をもとに市立病

院が今後地域で持続可能な運営を行なうためにあるべき方針を検討した。 

 

図１６ 外部環境・内部環境サマリ 
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３ 新改革プランにおける市立病院の方針 

 （１）新改革プランの対象期間 

   平成29年度から平成32年度までの4年間とする。 

 

(２) 地域医療構想を考慮した市立病院の役割・機能 

① 地域医療構想と市立病院の方針 

市立病院は現在、急性期病床90床、回復期病床（地域包括ケア病床＊注）10床で運

用しているが、今後の南丹医療圏、亀岡市における医療需要や市立病院が持続可能

な運営を考慮した際、回復期機能への供給体制を整備することが必須と考える。ま

た同時に、市民の救急医療や急性期医療に対する病床もこれまで通り維持していか

なければならない。 

新改革プランの大方針を以下に掲げる。 

 

現状の急性期医療を維持し、回復期機能を強化した医療体制の構築と継続性のある

サービスの提供をする 

  

回復期病床を、現状の地域包括ケア病床10床からリハビリテーション体制の強化

とともに全体の100床は維持しながら段階的に増床を進め、平成30年度には最大50床

の病床構成とし、急性期50床、回復期50床を目標病床構成とする。 

 

 急性期病床においては、現状の急性期機能を維持した上で、地域連携・救急を強

化し、市立病院で診るべき急性期患者をより多く受け入れる。急性期病床では急性

期医療に特化し、在院日数の長くなる患者や、急性期の病状から脱した患者は回復

期病床への転床を促し、効率的な病床の利用を図る。 

一方、回復期病床においては、地域包括ケア病床とすることで、急性期から脱し

た患者の受入れと、在宅からの急変患者の受け入れまで、地域に根付いた病床とし

てより多くの患者の受け入れに対応をし、地域包括ケアシステム構築への役割を果

たす。 

 

    

＜（＊注）地域包括ケア病床とは＞ 

地域包括ケア病床は、平成26年度の診療報酬改定により新設された病床であり、

急性期治療を経過した患者や在宅において療養を行なっている患者等を受入れ、在

宅復帰支援を行なうことで地域包括ケアシステムを支える役割を担う病床である。 

 

【施設用件】 

 疾患別リハビリテーション又は癌患者リハビリテーションを届け出ていること 



15 

 

 看護配置13対1以上 

 1名以上の専属のリハビリスタッフの配置、および1名以上の専任の在宅復帰支

援担当者の配置 

 重症度、医療・看護必要度A項目1点以上またはC項目1点以上の患者が10％以上 

 リハビリテーションを提供する患者について1日2単位以上の提供 

 在宅復帰率70％以上 

【機 能】 

 ポストアキュート機能：高度急性期治療後のリハビリテーションを必要とする

回復期患者の受け入れ 

 サブアキュート機能：在宅や施設療養中で軽症急性疾患に対する受け入れ 

 周辺機能：急性期病床の代替機能として、化学療法／緩和ケア、短期滞在手術、

糖尿病教育入院、医療必要度の高いレスパイトケア等の患者の受入れ 

 

 

② 地域包括ケアシステムでの役割 

市立病院はより地域に根付いた病床を確保することで、地域の医療介護施設との

連携を促進し、主導する立場として地域包括ケアシステム構築を進めていく。地域

包括ケアシステムにおける役割として、入院機能、救急機能、外来機能、在宅復帰

支援における機能を以下の通りの方針とし、地域医療機関との調整のもと、紹介・

逆紹介を促進していく。 

 

入院機能 

急性期から回復期まで、より適した場所での治療が受けられる機能を果たす。急

性期病床では地域の医療機関や救急隊との連携の下、市立病院で診るべき急性期患

者をより多く受け入れ、高度な急性期医療を必要とする場合は、近隣の高度急性期

病院への紹介を行う。回復期病床では、急性期を脱した患者の受け入れを行う。ま

たサブアキュート、周辺機能として地域の医療必要度の高い患者を受け入れる機能

を果たす。これにより地域で完結する医療の一翼を担う。 

 

救急機能 

現状の医師数を確保し、体制を維持した上で救急搬送の応需率を向上させる。地

域における救急医療をより効率的に行うために、医師会と連携し、医療資源を有効

活用することで休日診療所の効率的な運用についても検討を行う。救急医療の維持

にかかる費用のうち、不採算となる費用に関しては、これまで通り市からの一般会

計負担金を確保することで維持していく。 
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外来機能 

政策的な機能を維持した上で、地域の医療機関からの紹介と逆紹介数を増加させ

る。地域において不足している診療科に関しては、不採算であっても市立病院とし

て維持していくために、地域の医療機関と連携を進め、医師を含めた医療資源の有

効活用ができる体制を構築する。また地域の医療機関との情報共有や病診連携懇話

会を通じて連携強化を図り、紹介・逆紹介を向上させる。 

 

在宅復帰支援 

地域の医療機関、在宅支援施設との連携を強化すことにより、入院患者の在宅へ

のスムーズな移行を促すことや、在宅患者の緊急時における受け入れなど、在宅医

療を支援する施設としての役割を果たす。 

 

新改革プランの方針 

 

 

 

 

(３) 提供する医療機能 

① 市立病院の強みとする領域での提供機能 

整形外科領域： 外科症例の積極的な対応を維持し、医師を充実させることで関節

外科、手外科、脊椎外科領域をカバーし、地域から信頼される整形外科を目指し、

二次医療圏内からの紹介に留まらず、二次医療圏を超えた医療圏からの紹介にも対
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応できるよう成長させることで、継続して症例に対応できる整形外科部門となるこ

とを目指す。 

 

外科領域： 腹部悪性疾患に対する腹腔鏡手術と肝胆膵外科の実施を継続しながら、

院外からの短期急性期管理後の転送依頼に対しても、積極的な受け入れと在宅復帰

支援を行う。また、乳腺外科領域の診療展開や、肛門外科等の外科処置等の実施、

また、後方支援的な入院体制を維持する中で地域医療に貢献することを目指す。 

 

内科領域： 消化器内視鏡治療、肝炎ウイルス治療、肝癌のRFA/TACE治療など、分

野によっては高度な専門的医療を継続し、需要が高い循環器系疾患においても循環

器内科を中心とした治療を進め、地域に求められる医療を提供する。また、地域医

療構想で重要とされる在宅復帰支援も積極的に関与していく。救急に関しては、市

内で唯一夜間休日の内科救急診療を行っており、今後も医師の拡充を図りながら体

制の強化を進める。 

 

② 5疾病・5事業に対する市立病院の提供機能 

 がん： 手術療法、化学療法を引き続き実施する。高度設備の必要な治療に関し

ては、近隣の高度急性期病院と連携をし、患者の容態にあった治療を提供する。急

性期治療後の患者を地域包括ケア病床で受け入れ、在宅復帰を促す。また、今後更

に増加するがん患者をより多く受け入れられるよう、がんリハビリテーションの実

施についても検討する。 

 

 脳卒中／心筋梗塞： 市立病院には、重篤な脳卒中や心筋梗塞に対応する診療体

制が整備されていないために、直接的な治療に関しては受け入れていない。しかし、

救急搬送受け入れ時における疑いのある患者に対し、一次的対応、また容態に応じ

て近隣の高度急性期病院との連携をスムーズにし、早急な医療連携を図る。急性期

を脱した患者においては、地域包括ケア病床で受け入れる。脳卒中においては、こ

れまで通り脳血管疾患リハビリテーションを実施し、心筋梗塞に関しては心大血管

疾患リハビリテーションの実施を検討する。 

 

 糖尿病： 糖尿病透析予防指導管理料の施設基準を満たし、透析予防指導を実施

する。亀岡市医師会の協力のもと地域の医療機関との連携を深め、市立病院のみな

らず地域の糖尿病診療の水準を引き上げ、南丹医療圏で増加し続ける糖尿病からの

透析医療受診者数を減少へ転じさせることを目指す。 

 

 精神疾患： 精神科の標榜はしておらず患者の受け入れは困難であるため、地域

の精神科を標榜している医療機関との連携を深め、疑いのある患者を迅速に紹介す

る。 
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 救急医療 ：市立病院は、開院当初から夜間・祝日を含めて常時救急医療に対応

している。市立病院として、政策的医療を行う必要があるため、今後も体制を維持

すると共に応需率を向上し地域医療に貢献する。 

 

 小児医療 ：引き続き外来診療を行い、地域で不足している小児医療の充足を果

たす。入院が必要な患者は、近隣の入院機能を有する医療機関へ迅速に紹介する。 

 

 災害医療： 災害時において災害拠点病院との連携の下、被災者の健康管理に努

める。また、引き続き災害医療に関する研修及び医療救護を想定した訓練等の実施

や、災害現場の活動に必要な資機材等の備蓄をして有事に備える。 

 

 周産期医療： 市立病院は周産期に関する診療科を標榜していないために、直接

的な診療行為を行うことは困難であるが、患者の救急搬送等受け入れ時には、地域

の周産期医療を標榜する医療機関と連携の下、迅速に対応する。 

 

 へき地医療： へき地医療は対象地域ではないため検討外とする。 

 

③ 医療の標準化への取り組み 

 包括医療支払制度（DPC）に向けて、平成30年度にDPC準備病院、H32年度にDPC病

院への参画を目指す。DPC病院となることで、医療情報が標準化され、医療の質の評

価が可能となり、医療の効率化に向けた改善策の検討がしやすくなる。また、医療

費が包括での支払制度となるために過剰な医療行為が起こらないという利点もある。 

 

 

(４) 再編ネットワーク化に関する市立病院の方針について 

再編ネットワーク化について、本新改革プラン期間内では現状維持とするものの、必要

性に関しての検討を行う。そのためには地域の医療機関との連携をより強化することが前

提となるため、市立病院から地域での役割の発信と地域医療機関との役割分担についての

調整をし、連携を強化していく。 

医師の確保については、当医療圏の中核病院である公立南丹病院からの外来診療の医師

派遣や、常勤医師の派遣の主体である京都府立医科大学との連携を深めている。今後も引

き続き連携を維持すると共に、より強固な連携を行えるように協議していく。 
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(５) 経営形態に関する市立病院の方針について 

現在、病院経営は医療環境が大きく変化している中で、経営方針の基本は維持しつつも、

状況の変化に柔軟かつ機動的な対応が可能となる体制が求められている。経営形態を検討

する前提として、市立病院が地域にとって担うべき医療が継続的に確保されることを最も

重要視して検討を行った。地方独立行政法人化、指定管理者制度等、経営形態を変更する

ことによる柔軟で機動的な対応ができる経営形態はあるものの、その長所・短所を検討し

た結果、現状の全部適用の経営形態においても経営改善を行うことは可能であると考え、

現状の経営形態で改革プランを推進していくこととした。 

様々な課題に対し、適切な施策を実施し、職員一丸となって目標達成に向けた最大限の

努力と進捗管理の強化を行うことにより、持続可能な経営基盤の確立に注力していく。 

しかし、その一方で、職員の努力にもかかわらず、経年で目標に対する進捗率が向上せ

ず、収支が著しく悪化し安定的な経営の維持が厳しい状況、地域への適切な医療が提供で

きないと見込まれる場合には、改革プランの期間中であっても地方独立行政法人化、指定

管理者制度の導入など経営形態の見直しが直ちに行えるよう、経営形態変更に関する検討

も合わせて進めていく。 

 

(６) 一般会計負担金について 

一般会計から病院事業会計への経費負担(繰出金)については、従来通り総務副大臣通知

の「地方公営企業繰出金について」を基本として、亀岡市立病院の経営の実態に即して、

一般会計との協議に基づいて繰出しを行うことする。 

 

一般会計繰入金内訳・繰出し基準 
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４ 新改革プランにおける施策・アクションプラン 

(１) 経営計画の重点施策と目標値（収益面） 

① 地域連携 

今後、地域包括ケアシステムの構築を進める中で、地域連携を強化することは病

院経営において最も重要な項目であり、市立病院も最重点項目として取り組む。市

立病院からの情報発信と、地域医療機関や高度急性期病院との情報共有、コミュニ

ケーションを深め、連携強化を行うことで、平成32年度には紹介率30％、逆紹介率

35％を目指す。 

 市立病院の機能の明確な掲示、各医療機関の間で、医療提供体制と役割の確認、

情報共有を図り地域医療の効率的な提供体制を構築する。 

 地域の医療機関への訪問、アンケート実施や症例検討会等、相互のコミュニケ

ーション強化による強固な連携体制を確立する。 

 高度急性期病院との病床運用情報の共有や症例検討会の実施等により、回復期

患者のスムーズな受け入れが行える体制を構築する。 

 

② 救急医療 

救急医療は、現状の応需率向上を図りつつ救急医療を維持することを前提に、院

内の救急業務の見直しや救急隊との連携強化を図る。以下に示す施策により平成32

年度は救急搬送件数672件、救急応需率80％を目指す。 

 救急隊と連携強化し、市立病院の受け入れ可能な患者層を明確化することで、

当院で診るべき患者の要請件数を増加させる。 

 救急受入れ基準に関する院内での共通認識とフローの確立、救急搬送時のデー

タ管理の強化に伴う検証、応需率の向上に向けた体制を整備する。 

 

③ 入院機能 

入院機能は、今後再編する急性期と回復期病床の運用が最大限活かせるよう、運

用管理面、設備面での強化を図り、効率的な運用を行うために以下の施策を実施す

ることで、平成32年度は新入院患者数2,000人、病床稼働率90％（急性期86％、回復

期94％）を目指す。 

 急性期病床における診療内容の標準化を進め、効率的な診療を行い、入院期間

を短縮する。看護部のベッドコントロール機能を強化し、急性期を脱した患者

の回復期病床への転床をすることでより多くの急性期患者を受け入れる。 

 回復期病床において、急性期病床や高度急性期からの患者を受け入れ、リハビ

リテーションの積極的な介入により、患者の早期在宅復帰を支援する。 

 施設面で、特別室の総室化、ICUの観察室への変更、リハビリテーション関連室

への変更、感染症室の有効活用等、より多くの病床を利用できる環境を整備す

る。 
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（２） 経営計画の重点施策と目標値（費用面） 

① 人件費 

大きな課題である人件費を適正化するために、病床構成に適した人員配置を計画的

に進め、以下を実施することで平成32年度は人件費比率60％を目指す。 

 各部署において、適正人員数とするために人員配置を常勤、非常勤の構成も合わ

せて見直し、計画的な定員管理の実施をする。 

 看護師：急性期病床から地域包括ケア病床となり、看護配置基準が 10対 1

から 13対 1となることでの看護師数の減や、他病院の看護部の構成を参考

に看護助手等の配置を増やすことで看護師数を削減する。 

 事務：常勤事務職員の現状の業務内容を見直し、常勤で対応する必要のない

業務に関して非常勤事務職員での対応や委託化をする。平成 32年度は平成

28年度の常勤 13名から 11名を目指す。 

 月次で部署毎の時間外労働を管理する体制を整備し、業務の見直し、縮減、労働

効率化を図る。 

 非常勤医師の給与体系、配置数を診療科別損益計算の結果を元に見直す。 

 

② 材料費 

 薬剤、医療材料における契約時の交渉や後発医薬品の推進により材料費の削減を進

め、以下を実施することで材料費率19％を目指す。 

 薬剤：後発医薬品採用を推進し、使用量と使用金額が適時に算出できるシステム

を整備する。月次での後発医薬品への変更可能な薬品の抽出と医師との情報共有、

採用への意識を強める。DPC病院への参画を目指している平成 32年度で、後発医

薬品使用率 70％を目指す。 

 医療材料：同種同効品の整理、品目の一括購入によるスケールメリットを活かし

た削減、単価契約の個別品目に対して、ベンチマークの金額と比較した単価検証、

交渉を行う。医療材料費比率は、現状で他病院と比較し同水準であるため、現状

を維持していく。 

 

③ 経費 

過多である委託費の削減を中心に進める。委託化することの有無に関しての再考、

委託人員数の適正化と市立病院の事務職員の業務と合わせた業務内容全体の見直しを

行う。以下委託に焦点をあて見直しを行い、委託費比率11％、経費比率16％を目指す。 

 医療事務： 他病院と比較し人員数が過多のため、人員数を見直し適正化する。 

 医療機器保守： 高額医療機器の購入時における交渉、現在の保守契約の内容の見

直し、不必要と判断されるものは中止をしていく。 
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 給食、設備等： 業務内容は企業間で大きな差異がないため、標準的な仕様で標準的

な金額の水準となるよう、他病院の仕様の内容やの契約金額を参考に業者との交渉を

行う。 

 その他委託： 仕様の見直しを行ない、契約更新時に各委託費での削減を行えるよう業

者との交渉を行う。 

 

 

各施策の目標値  

  
平成 27年度 平成 28年度 平成 32年度 

実績 見込み 目標値 

地域連携 

紹介率 21％  21％  30％ 

逆紹介率 28％  28％  35％  

初診患者数 10,605  10,605  11,190  

在宅復帰率 - 75 75 

救急 
救急搬送件数 511  618  672  

救急応需率 61% 61% 80% 

入院機能 

急性期病床稼働率 70% 74% 86% 

回復期病床稼働率 10% 30% 94% 

新入院患者数 1,528  1,528  2,000  

急性期病床平均在院日数 -  12.72 12 日以下  

他院より回復期病床への患者紹介件数 -   280  

人件費 

人件費比率 74% 75% 60% 

常勤職員数 118  120  115  

事務職員数 12  13  11  

材料費 

薬剤費比率 11% 11% 10% 

後発薬使用割合 -  29% 70% 

医療材料費比率 9% 9% 8% 

経費 委託費比率 15% 15% 11% 

その他 リハスタッフ一人当たりリハビリ件数 12.8  12.8  18  

収支 
医業収支比率 77% 77% 100% 

経常収支比率 85% 89% 109% 

H28年度見込みは、下記半期（4月～9月）データより算出した 
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(３) 経営管理体制の強化 

① 管理体制の強化 

 月次の運営会議において、新改革プランにおける目標値の達成状況や各部署の取り

組みが適時報告、評価、改善できるよう体制を整備する。各施策における責任部署を

明確化し、データによる定量的な評価ができるよう、各施策の実施状況をデータ化す

る。 

 

② 診療科別収支管理 

診療科別に損益を適時認識できるようにシステムを整備し、収益だけでなく特に診

療に係る費用が明確化できるようにする。図１７のように診療にかかる変動費、固定

費で特定した費用のみを診療科別に配賦することで、診療科別に収益だけでなく診療

行為にかかる費用を認識するとともに、費用管理に関しての意識の強化を図る。診療

科別に掲げる目標値は、この費用を考慮した上で設定し管理する。 

  

③ 目標管理の推進 

 各施策に対して、既存で設置されている委員会等組織を活用し、目標達成のための

アクションプランを年次単位で作成する。アクションプランは、図１８のように各責

任者と年次で実施する施策を明確化し、施策における具体的内容と担当者を明確化す

ることで、進捗の管理を適宜行なえるよう作成する。実施においては、月次で管理し、

改善の検討を行なっていく。運営会議にて各施策、指標に対する月次での報告、アク

ションプラン進捗状況の報告、管理を行う。 

 

④ 収益管理体制の強化 

医事請求の適正化、施設基準の届出を推進していくために、医事課の管理体制を強

化する。医事請求は、査定に関する情報管理を強化することで、適時に査定減となっ

た原因を各診療科へ情報を発信し、診療科への認識を深め、再発防止を進める。施設

基準は、市立病院の機能再編に際し取得可能となる施設基準を漏れなく取得する。そ

のために医事課の管理体制を整備し、取得に向け必要となる情報管理、診療行為の管

理を行い、情報発信することで病院として取得に向けた取り組みを進めていく。 
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図１７ 経営管理例             図１８ アクションプラン管理例 

   
 

 

 

 

５ 改革プランの点検・評価及び公表 

(１) 点検・評価について 

亀岡市立病院経営審議会を今後も定期的に開催し、同審議会で各目標値やアクショ

ンプランの進捗状況の報告、点検及び評価をする。会議は現委員を主体とした構成で

進め、必要に応じて再構成を行う。 

 

(２) 進捗状況等の公表について 

本計画は、策定段階で実施したパブリックコメントを通して市民の意見を反映した

計画である。今後も経営計画の進捗状況の報告や各指標の成果に関して、亀岡市立病

院経営審議会において点検及び評価の後、速やかに亀岡市立病院ホームページで公表

する。 
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６ 収支の見通し 

本新改革プランの施策を達成することで以下の通り平成32年度の経営収支の黒字化を見込む。 

 

 

 

 

 

 

単位：　千円
H27 H28 H29 H30 H31 H32

医業収益 1,712,849 1,729,703 1,761,885 1,977,495 2,006,243 2,034,521
入院収益 880,377 950,000 971,637 1,180,856 1,207,653 1,237,741
外来収益 617,420 614,732 619,093 621,359 622,621 620,072
その他医業収益 215,052 164,971 171,155 175,280 175,969 176,708
他会計負担金 167,237 115,279 120,000 120,000 120,000 120,000

医業外収益 293,058 381,662 600,923 300,923 300,923 300,923
受取利息配当金 815 100 100 100 100 100
負担金交付金 271,420 360,739 580,000 280,000 280,000 280,000
長期前受戻入 11,181 11,181 11,181 11,181 11,181 11,181
その他医業外収益 9,642 9,642 9,642 9,642 9,642 9,642

医業費用 2,231,833 2,254,442 2,215,474 2,173,830 2,146,607 2,025,881
給与費 1,268,737 1,288,736 1,255,190 1,246,550 1,250,135 1,218,278

材料費 358,900 358,147 363,997 377,621 380,238 382,096
薬品費 195,499 194,962 198,067 206,875 208,961 210,548
診療材料費 160,502 160,286 163,031 167,847 168,378 168,649
医療用消耗備品費 2,899 2,899 2,899 2,899 2,899 2,899

経費 358,986 359,293 348,832 338,677 328,522 318,163
委託費 255,772 255,772 245,617 235,462 225,307 215,152

減価償却費 238,487 240,702 240,312 203,839 180,569 100,621

資産減耗費 1,256 1,256 1,256 1,256 1,256 1,256

研究研修費 5,467 6,308 5,887 5,887 5,887 5,467

医業外費用 124,434 121,511 116,097 113,835 111,216 108,454
支払利息及び企業債取扱諸費 54,501 51,578 48,999 46,737 44,118 41,356
繰延勘定償却 2,835 2,835 0 0 0 0
雑損失 67,098 67,098 67,098 67,098 67,098 67,098

特別損失 50,436 50,436 50,436 50,436 0 0

医業収支 -518,984 -524,739 -453,589 -196,335 -140,364 8,640
医業収支比率（％） 77 77 80 91 93 100
経常収支 -350,360 -264,588 31,237 -9,247 49,343 201,109
経常収支比率（％） 85 89 101 100 102 109
人件費比率（％） 74 75 71 63 62 60
材料費比率（％） 21 21 21 19 19 19
薬剤比率（％） 11 11 11 10 10 10
材料費比率（％） 9 9 9 8 8 8

経費比率（％） 21 21 20 17 16 16
委託費比率（％） 15 15 14 12 11 11
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H27 H28 H29 H30 H31 H32
入院にかかる指標
入院患者数（人） 23,530 25,597 27,422 31,437 32,167 32,970
1日あたり入院患者数（人） 64 70 75 86 88 90
うち急性期（人） 63 67 57 41 42 43
うち回復期（人） 1 3 18 45 46 47

新入院患者数（人） 1,528 1,528 1,724 1,918 1,951 2,000
うち急性期（人） 1,528 1,528 1,632 1,663 1,689 1,720
うち回復期（人） - 0 91 256 262 268

入院単価（円） 37,415 37,114 35,433 37,563 37,543 37,541
急性期病床数（床） 90 90 80 50 50 50
回復期病床数（床） 10 10 20 50 50 50

外来にかかる指標
外来患者数（人） 64,277 63,605 62,883 62,543 62,147 61,190
1日あたり外来患者数（人） 262 260 257 255 254 250
外来単価（円） 9,606 9,665 9,845 9,935 10,019 10,133
救急搬送患者数（人） 511 511 546 588 630 672
救急搬送応需率（％） 60.6 60.6 65.0 70.0 75.0 80.0
紹介患者数（人） 2,112 2,112 2,633 2,733 2,982 3,112
逆紹介患者数(（人） 2,956 2,956 3,477 3,577 3,826 3,956
初診患者数（人） 10,605 10,605 10,883 11,043 11,147 11,190
紹介率（％） 21 21 25 26 28 30
逆紹介率(％) 28 28 32 32 34 35

職員数にかかる指標（人）
医師 13 15 14 14 14 13
看護師 74 69 67 63 63 63
医療技術者 18 20 20 21 22 22
事務 12 13 13 13 12 11
助手等 0 3 3 6 6 6
その他 1 0 0 0 0 0
計 118 120 117 117 117 115


